
第７２号議案 

   令和４年度芦屋市一般会計補正予算（第７号） 

  令和４年度芦屋市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ190,420千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ44,750,446千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年 

度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

   令和４年１１月２９日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    
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０８　土　　木　　費 ０４　都 市 計 画 費

追　加

款

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

　　　芦屋市火葬場の指定管理業務

第 ２ 表 繰

項

　　　芦屋市立養護老人ホームの指定管理業務

第 ３ 表 債

　　　ごみ収集車購入事業
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　総合公園芝刈り機更新事業

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名 金　　　　　　額

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

（単位　千円）

指定管理料189,465に、光熱水費の精算に
要する額を加算した額

令和５年度から令和９年度まで

 越 明 許 費 
（単位　千円）

373,000

6,726

6,726

令和５年度から令和９年度まで

 務 負 担 行 為 補 正 

令和４年度から令和５年度まで 8,185

期　　　　　　　　　　　　　間 限　　　　　　度　　　　　　額
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 １. 特  別  職

   （単位  千円）

  職

  員 

  数
 (人)

長  等 3 32,136 12,294 463 44,893 7,517 52,410

補 ( 4.40 )

議  員 20 138,243 59,228 197,471 48,673 246,144

正 ( 4.40 )

その他

の 16 19,115 19,115 19,115

後 特別職

計 39 157,358 32,136 71,522 463 261,479 56,190 317,669

長  等 3 32,136 12,871 463 45,470 7,551 53,021

補 ( 4.45 )

議  員 21 151,450 67,386 218,836 48,673 267,509

正 ( 4.45 )

その他

の 16 19,115 19,115 19,115

前 特別職

計 40 170,565 32,136 80,257 463 283,421 56,224 339,645

長  等 △ 577 △ 577 △ 34 △ 611

比 ( △ 0.05 )

議  員 △ 1 △ 13,207 △ 8,158 △ 21,365 △ 21,365

( △ 0.05 )

その他

の

特別職

較

計 △ 1 △ 13,207 △ 8,735 △ 21,942 △ 34 △ 21,976

給  与  費  明  細  書

区    分

給             与             費

報    酬 給   料

期末手当

年間支給 計

共済費 合    計

額(月分)

地　域

手  当

その他

の
手  当
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２．一   般   職

  （１） 総    括

        （単位  千円）

（ 843 ）

737 1,305,657 2,639,397 3,329,939 7,274,993 1,279,975 8,554,968

（ 849 ）

746 1,305,657 2,756,624 3,446,420 7,508,701 1,324,204 8,832,905

（ △ 6 ）

△ 9 △ 117,227 △ 116,481 △ 233,708 △ 44,229 △ 277,937

74,732 420,303 80,819 81,521 58,371 283,795

77,109 440,517 83,855 83,552 59,967 306,208

△ 2,377 △ 20,214 △ 3,036 △ 2,031 △ 1,596 △ 22,413

42,022 8,805 92,252 7,125 1,455,620

42,866 8,600 93,812 7,215 1,516,745

△ 844 205 △ 1,560 △ 90 △ 61,125

360 49,940 360 673,914

360 51,340 360 673,914

△ 1,400

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

単身赴任

手    当

退職手当

初 任 給

調整手当

児童手当

補 正 後

比  較

区  分

給               与               費

扶養手当 地域手当

職員数

（人）

区  分

補 正 前

共 済 費 合    計

比    較

職員手当等 計

補 正 後

補 正 前

報      酬 給      料

区    分

時 間 外

勤務手当

住居手当 通勤手当

特殊勤務

手    当

補 正 前

職員手当等

の  内  訳

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分

比  較

特別勤務

休日勤務

手    当

夜間勤務

手    当

教員特別

手    当

補 正 後

期末及び

勤勉手当手    当 手    当 手    当

宿 日 直 管 理 職 管理職員
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

        （単位  千円）

（ 10 ）

737 2,639,397 3,069,642 5,709,039 1,040,604 6,749,643

（ 16 ）

746 2,756,624 3,186,123 5,942,747 1,084,833 7,027,580

（ △ 6 ）

△ 9 △ 117,227 △ 116,481 △ 233,708 △ 44,229 △ 277,937

74,732 420,303 80,819 81,521 58,371 283,795

77,109 440,517 83,855 83,552 59,967 306,208

△ 2,377 △ 20,214 △ 3,036 △ 2,031 △ 1,596 △ 22,413

42,022 8,805 92,252 7,125 1,195,323

42,866 8,600 93,812 7,215 1,256,448

△ 844 205 △ 1,560 △ 90 △ 61,125

360 49,940 360 673,914

360 51,340 360 673,914

△ 1,400

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 前

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当

補 正 後

補 正 前

区  分

退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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  イ　会計年度任用職員

        （単位  千円）

（ 833 )

1,305,657 260,297 1,565,954 239,371 1,805,325

（ 833 )

1,305,657 260,297 1,565,954 239,371 1,805,325

（ ）

260,297

260,297

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 前

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当

補 正 後

補 正 前

区  分

退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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特別職 （単位：千円）

款 項 目 追加 減額

０１　議会費 ０１　議会費 ０１　議会費 △21,365

０２　総務費 ０１　総務管理費 ０１　一般管理費 △451

１０　教育費 ０１　教育総務費 ０２　事務局費 △160

△21,976

差引 △ 21,976

一般職 （単位：千円）

款 項 目 追加 減額

０１　議会費 ０１　議会費 ０１　議会費 2,130

０２　総務費 ０１　総務管理費 ０１　一般管理費 △34,240

０３　民生費 ０３　児童福祉費 ０２　保育所費 △160,555

０４　衛生費 ０１　保健衛生費 ０１　保健衛生総務費 △28,747

０６　霊園費 △7,482

０２　清掃費 ０１　じん芥処理費 △7,954

０７　商工費 ０７　商工費 ０１　商工総務費 1,258

０８　土木費 ０４　都市計画費 ０５　公園緑地費 △5,391

０５　住宅費 ０１　住宅管理費 △7,482

０９　消防費 ０９　消防費 ０１　常備消防費 10,085

１０　教育費 ０５　幼稚園費 ０１　園管理費 △33,520

０７　保健体育費 ０２　学校給食費 △6,039

13,473 △291,410

差引 △ 277,937

第７２号議案説明資料

令和４年度芦屋市一般会計補正予算（第７号）に係る特別職及び職員給与費等の増減内訳

合　　　　　　計

合　　　　　　計
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① 光熱費に係る価格高騰分 ＋ 57,800千円（＋ 57,800千円）

② 障害児通所支援に要する経費 ＋ 59,720千円（＋ 14,930千円）

③ ごみ収集車両購入費 ▲ 8,185千円（▲ 8,185千円）

④ 市議会運営活動費 ▲ 21,365千円（▲ 21,365千円）

⑤ 特別職及び職員給与費等 ▲ 278,548千円（▲271,456千円）

⑥ 後期高齢者医療事業特別会計繰出金 ＋ 158千円（＋ 158千円）

補 正 額： ▲ 190,420千円（▲228,118千円）

令和４年度一般会計補正予算（第７号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 42,926,000千円

現計予算額： 44,940,866千円

補 正 額： ▲ 190,420千円

補正後予算額： 44,750,446千円 （＋1,824,446千円）

（補正額の内訳）

※ （ ）内は市負担額（内数）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額
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【別紙】…前頁①～⑥に係る歳出予算の補正内容

（単位：千円）

国・県 その他 一般財源

総務費-総務管理費-財産管理費

庁舎維持管理費（光熱費）

民生費-社会福祉費-社会福祉事業費

福祉センター維持管理費（光熱費）

民生費-児童福祉費-保育所費

保育所等維持管理費（光熱費）

教育費-小学校費-学校管理費

小学校維持管理費（光熱費）

教育費-中学校費-学校管理費

中学校維持管理費（光熱費）

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

＋15,000

電気使用料について、燃料調整費が著しく上昇することなどによ
り、さらなる不足が生じるため、燃料調整費の上昇分を考慮して、
増額するもの。（13,000千円）
また、ガス使用料については、令和４年12月から平均原料価格の上
限が段階的に見直され、単位料金が著しく上昇することなどによ
り、さらなる不足が生じるため、単位料金の上昇分を考慮して、増
額するもの。（2,000千円）

＋26,000

＋2,800

＋1,600

電気使用料について、燃料調整費が著しく上昇することなどによ
り、さらなる不足が生じるため、燃料調整費の上昇分を考慮して、
増額するもの。（小学校17,000千円、中学校8,000千円）
また、ガス使用料については、令和４年12月から平均原料価格の上
限が段階的に見直され、単位料金が著しく上昇することなどによ
り、さらなる不足が生じるため、単位料金の上昇分及び使用量の増
加見込みを考慮して、増額するもの。（小学校9,000千円、中学校
4,400千円）

①

　電気使用料について、燃料調整費が著しく上昇することなどによ
　り、さらなる不足が生じるため、燃料調整費の上昇分及び使用量
　の増加見込みを考慮して、増額するもの。

＋12,400＋12,400

＋15,000

＋2,800

＋1,600

＋26,000
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（単位：千円）

国・県 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

障害児通所支援に要する経費

衛生費-清掃費-じん芥処理費

　　ごみ収集車両購入費

議会費-議会費-議会費

市議会運営活動費

民生費-社会福祉費-後期高齢者医療費

　　後期高齢者医療事業特別会計繰出金

合　計 ▲ 190,420 ＋44,790 ▲ 7,092 ▲ 228,118

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

⑥
後期高齢者医療事業特別会計において、会計年度任用職員の報酬等
の改定に伴い、人件費が不足する見込みのため、一般会計からの繰
出金を増額するもの。

③

今年度更新予定であったごみ収集車両について、入札不調が続き、
年度内の納品が難しいため、令和５年度までの債務負担行為を設定
し、納品期限を延長することに伴い、今年度の不用額を減額するも
の。

④

新型コロナウイルスの感染拡大が長引いていることにより、市民生
活が経済的に厳しくなっていること及び感染症対策に本市の財政支
出が増大していることから、令和４年３月に行われた議員提案によ
る条例改正を受け、議員報酬を５％減額するとともに、人事院勧告
に伴う期末手当の改定分と議員１名減に係る経費を減額するもの。

②
利用児童数の増加に伴い、サービスの利用日数が大幅に増加してお
り、今後も引き続き増加傾向が見込まれることから、障害児通所支
援給付費を増額するもの。

▲ 21,365 ▲ 21,365

＋59,720 ＋44,790 ＋14,930

＋158

▲ 8,185

＋158

▲ 8,185

▲ 7,092 ▲ 271,456⑤ 　　特別職及び職員給与費等

特別職（市長、副市長、教育長）及び一般職の期末手当の改定分を
減額するとともに、人事院勧告を踏まえた給与改定等による増額及
び４月以降の人事異動による所要額を整理し、年度内の所要額の見
込額を確保した上で、不用額を減額するもの。

▲ 278,548
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